
はじめに

20世紀、石油化学工業の発展により、人類は

物的には豊かになってきた。その反面、大量生

産、大量消費、大量廃棄の社会構造が定着し、

産業の繁栄と同時に、公害や地球温暖化など多

くの環境問題が発生してきた。これら環境問題

の解決と同時に、途上国の経済発展をも促す、

持続可能な開発・発展戦略が世界の共通語とし

て頻繁に使われるようになってきた。

そんな中、米国、日本、そして欧州諸国から

多くの「持続可能な開発」に関する報告書、ガ

イドライン、国際基準などが発行され、環境コ

スト、環境資産、環境負債に関する概念を定義

し、その確認、測定及びその開示について明確

に規定している。

その一つがMFCAであり、1990年代にドイ

ツのIMU（環境経営研究所）のB.Wagner教

授が開発し、2000年5月、国連において認めら

れたものである１。2002年に経産省がMFCAを

取り入れた「環境管理会計手法ワークブック」

を発行し、それを契機に日東電工、キヤノン、

タキロン、田辺製薬などに続き、日本ペイント、

東芝など大手企業に相次いで導入された。2007

年には、MFCAをISO国際標準とするために日

本が提案し、その後、日本主導で国際標準化が

進められた。そして、2011年9月に正式にISO

14051として発行された。

近年、中国にもMFCAに対する関心が高まっ

てきた。特に中国では科学的な発展を目指し、

資源節約型社会と環境共生型社会という｢両型

社会｣を構築するよう、経済発展方式の切り換

えや、低炭素社会への歩みを始めたところであ

る。その実現のためにも、先進的な管理方法、

先進的な実践経験が求められている。

本稿では、中国におけるMFCA研究の現状

について考察し、その問題点を探りながら、日

本の経験と施策を生かし、今後の中国での展開

施策と道程を示唆するものである。
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１ 2000年5月ウイーンで開催された国連持続可能開発部主催の第2回環境管理会計専門家の会合で認められるようになっ

た（國部克彦,2005）。

研究論文

要旨

マテリアルフローコスト会計（Material Flow Cost Accounting, 以下MFCAと略す）

は、環境管理会計の新たな手法として、世界的に注目を浴びている。特に日本ではMFC

Aの研究と実践が進んでおり、大きな成果を上げている。

本稿では中国におけるMFCA研究の現状と、日本のMFCAに関する推進施策と実践的

経験を考察し、中国において吸収すべき施策と展開の道程を示唆する。



１．中国におけるMFCA研究の現状

1.1 中国におけるMFCA研究の系譜

表１は、中国の知綱（CNKI）及びグーグル

（Google）でリサーチしたものであり、これ

は完全なものと言えないが、中国における現時

点で公開発表されたMFCAに関する論文をま

とめたものである。
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表1 中国におけるMFCAに関連する研究の系譜
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1.2 中国におけるMFCA研究の推移

中国でのMFCAに関する研究は日本よりも

相当遅れている。研究文献の検索によれば、

2003年からMFCAに関する研究が始まった。

謝鯤・梁鳳港（2003）両氏が、物質投入・産出

を会計の側面から分析研究した「物料流量会計

（MFA）」が、MFCAに関する初めての研究論

文である。これは本稿で議論しているMFCA

とは異なるものである。２

肖序・李艶芬両氏（2005）が流量管理のもと

で、環境負荷低減とコスト削減という環境効果

と経済効率の向上を目指す手法を発表した。こ

れが中国に於けるMFCAに関する初めての研

究論文と言えよう。また、ほぼ同時期に、楊継

良氏（2005）がコスト会計の新たな方法である

「資源消耗会計 （Resource Consumption

Accounting, RCA）」についての論文を発表

した。これは米国が提唱するRCAに関する概

念、生産能力の過剰・放置分析、処理方法、固

定原価と変動原価及び予算への応用などを紹介

したものである。また、馮巧根氏（2006）はコ

スト会計のイノベーションと資源消耗会計とい

う研究論文を発表した。ここまでの発表論文は、

基本的に海外の実例と方法論の紹介である。

楊軍氏が2006年に、中国におけるMFCA導入

に関する初めての日本語の論文を発表した。そ

の後、彼は相次いで三つのMFCAに関する論

文を海外で発表している。

近年、MFCAに関する研究が進んで、多く

の研究成果を挙げている。研究論文の内容は大

別すると三つの傾向がある。一つは、馮巧根・

鄧明君・羅喜英の各氏を代表とする「物質流量

コスト会計」である。馮巧根氏（2008）はMF

CAに関連する文献を紹介しながら、「物質流

量コスト会計」の運営原理を論じている。また、

鄧明君氏他（2009）は、「海外物質流量コスト

会計」の研究と実例を紹介し、中国に対しての

啓示を述べている。

二つは、甄国紅氏が主張する「材料フローコ

スト会計」である。甄国紅氏（2007，2008）は、

材料フローにおける環境原価計算及びその情報

開示に関する提案を行っている。

三つは、肖序氏、鄭玲氏、毛洪涛氏などを代

表とする「資源フローコスト会計」である。肖

序氏、鄭玲氏、周志方氏（2009，2010）は、

「資源フローコスト会計」のフレームワークを

提起し、その計算モデルとシステムの構築を論

じている。

1.3 中国の環境管理会計の研究動向

1990年代以降、ステークホルダーの環境情報

開示要望を満足させるための手段の一つとして、

環境管理会計はホットな研究領域になりつつあ

る。特に欧米や日本の政府機構や国際機構、そ

してグローバル企業など多くの企業が環境管理

会計を重視するようになってきた。これらの影

響を受け、中国では環境管理会計に関する研究

が急速に展開されている。

しかし、中国の環境管理会計及び環境原価管

理に関する研究は遅れていると言わざるをえな

い。その原因の一つが研究者達の研究方向が分

散しすぎていることである。例えば、徐瑜青氏

と王燕祥氏（2003）はABC法（活動基準原価）

で企業の環境コストを計算すると主張している。

郭暁梅氏（2003）はABC法、完全コスト会計

法（FCA）、LCC（Life Cycle Accounting）

などの手法で環境コストを計算すると考えてい

る。肖序氏（2000）は環境原価を事後の環境保

全コストと事前の環境予防コスト、残留物処理

費用及び環境コスト費用に含まない製品原価を

分けて、実証分析を通じて環境原価計算制度を

制定すべきと主張している。幹勝道氏他（2004）

は、環境管理会計を内部コストと外部コストと

に分けること。そして、廃棄物などによる材料

損失、廃棄物管理コスト、そして材料費、エネ

ルギー費などのコストの正確な把握・管理と、
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２ 中国では、物質フローの分析に関する論文及び研究成果が多く存在している。本稿はMFCAを中心に考察するもの

であるため、物質フロー分析及びその研究に関する文献は割愛している。



組織の内部管理及び環境報告書などの重要性を

強調している。

しかしながら、現在の中国の企業会計原則と

企業会計制度では、会計報告及び情報開示にお

いて、環境コストの内容などを明確にすること

を要求していない。つまり環境コストは現行会

計制度の下では隠れているのである。企業がど

のくらい汚染物や廃棄物を排出し、それらに対

する処理にどれだけの費用を支出しているかな

どの環境コストは、企業の｢管理費用｣または

｢製造原価｣の下に隠れている。従って、企業の

環境コストが総原価に占める割合は分からず、

環境業績評価もできない。

また中国では企業の環境情報開示に関しても

まだ始まったばかりであり、その情報開示内容

も統一されていない。上場企業であっても、環

境コストに関して単純なそして定性的な表現が

多く、定量的な表現が少ない。そのため環境コ

ストの正確な把握ができていない。

このように、製品や原価構成での比率でも大

きく占めているはずの環境コストが、伝統的な

コスト計算では、表示できず正確な支出状況は

分からなのである。

２．日本における環境管理会計研究とMF

CAの開発・普及の経緯

2.1 日本におけるMFCA普及までの道のり

日本におけるMFCAの研究は、1999年（平

成11年）度の経済産業省環境管理会計プロジェ

クト「環境ビジネス発展促進等調査研究：内部

管理のための環境管理会計手法の構築」から始

まった。

当初は、欧米の環境管理会計の把握を中心に、

そして2004年（平成16年）度からは、「製造プロ

セスにおけるマテリアルの高度利用と廃棄物の削

減を両立させるMFCA」の確立を目指し、モデ

ル事業の実施などを行ってきた。その後、MFC
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表２ 日本におけるMFCA開発と普及の年表

出典：経産省実証事業22年報告書，P3



A普及のためのツールとして、導入ガイド、簡易

計算ツール、研修会などを開発・提供してきた。

その結果、大企業を中心に普及が進んできた。

2007年（平成19年）度からは、MFCAの国

際規格案の策定に入り、2011年（平成23年）9

月、 ISO14051として ISO化された。 2012年

（平成24年）9月現在300社強の日本企業に導入

されている。

2.2 日本におけるMFCA開発・普及の施策と

ポイント３

2.2.1 政府による強力かつ継続的な指導・支援

経済産業省は、1999年から環境管理会計の調

査研究としてMFCAの導入事業をスタートし、

2002年には、「環境管理会計手法ワークブック」

を、そして2007年3月には「マテリアルフロー

コスト会計手法導入ガイド」を発行した。それ

らに並行して、インターンを育成するための研

修セミナーを開催した。その結果、2005年まで

に、経産省委託MFCA調査研究プロジェクト

への参加企業は42社となった。さらに2007年ま

でに、MFCAの導入企業は100余りとなった。

また、事業委員会の設置、各地域での事業者団

体等によるMFCA導入実証事業の実施、中小

企業向け「MFCA簡易手法」の開発・実証事

業の実施を行った。2010年2月には73名のMFC

Aアドバイザーを選抜し、アドバイザリーボー

ドの設置を行った。

そして、日本の実証事業研究に基づき、ISO

国際標準化機構にMFCAの国際標準化を提案

し、2011年（平成23年）9月、ISO14051として

ISO化された。このように、日本国内だけでな

く国際社会にも貢献した４。

2.2.2 強固な産官学連携体制による円滑な推進

上述のように、2009年度からのMFCAの国

際標準化に向けた取り組みにおいて、従前から

の製造業中心の導入だけでなく、多様な業種へ

の導入や、中小企業への導入を増やすべく、計

算手法、ツールの開発、実証事業のための研究

を行った。

特に、これらを円滑に推進するための機能と

して、事業委員会とアドバイザリーボードの働

きは重要なものとなった。事業委員会は、MF

CA導入実証事業全体の総括であり、国際標準

化の推進などを主に行ってきた。アドバイザリー

ボードは、企業などからのMFCAに対する問

合せや相談の対応、地域拠点（団体）における

普及策の実施を中心に行ってきた。このように

産官学挙げての協力によって、その活動は推進

されてきた。

2.2.3 経営・環境・品質などに関連する団体・

協会の参画による着実な事業実施

日本では、MFCAの導入実証事業における

調査研究事業は経産省が各団体・協会に委託し

て実施してきた。

2000年は、(社)産業環境管理協会（JEMAI）

が「環境管理会計の調査研究」。2003年は、

(財)地球環境戦略研究機関(IGES)が「企業と環

境プロジェクトMFCA導入調査」を実施。2006

年は、 (株 )日本能率協会コンサルティング

（JMAC）が「大企業向けMFCA導入モデル」

を、さらに（財）社会経済生産性本部（JPC）

が「中小企業向けMFCA導入モデル」を受託

し実施している。

また、これらの受託団体だけでなく、環境関

連の団体が自ら手を挙げ、環境経営推進ツール

の一つとしてMFCAによるコンサルティング

ビジネスを開始している。その一つが一般社団

法人「エコステージ協会」５ である。この協会

は、2007年度、2008年度と経産省のMFCA開
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３ ㈱日本能率協会コンサルティングは経産省の委託を受け、平成17年度末42社のMFCAの導入事例を『マテリアルフ

ローコスト会計導入実証、国内対策等事業報告書』で公開。
４ 2007年11月にMFCAの国際標準化の提案から、ISO14051の公布まで、議長・幹事国である日本は、5回の国際会議

を開催し、国内外の様々な考え方や手法に基づくコメントを精査し、各国エキスパートとともに建設的に議論を継

続することが国際的に評価されたのである（立川,2012）。
５ 一般社団法人「エコステージ協会」は、MFCAに関するコンサルティングビジネスを本格的に展開している。

（http://www.ecostage.org/material/booklet.html）



発・普及調査事業に参加し、MFCAアドバイ

ザーを育成し、MFCAの企業への導入コンサ

ルティングの実証を行った。その後、「MFCA

導入の手引き」「MFCAパンフレット」の発行

や、「MFCA導入事例セミナー」などを開催し、

中小企業を中心に導入を行っている。

2.2.4 ムダは業種や業態によりパターン化で

きる

日本で、これまで行われてきた数100のMFC

A実践事例から、発生する「負のコスト（ムダ）」

は、業種や業態によってパターン化できること

が明らかになってきた。

この詳細は、経済産業省関東経済産業局の平

成24年3月発行「中小企業向け 環境視点によ

る経営改善テクニック集」を参照されたい。

３．中国におけるMFCA研究の問題点

MFCAにおける日中両国の研究については、

研究の内容、手法などがかなりの部分で異なっ

ている。日本との比較を通じて、以下に問題点

を列記する。

3.1 MFCA研究の遅延

表１で示したように、中国のMFCAに関す

る研究は日本より相当遅れていることがわかる。

日本では、2000年から國部克彦教授はじめ多く

の研究者がMFCAに関する研究に着手し、研

究成果を上げてきた。中国では、2003年からM

FCAに関する論文が見られるようになってき

たが、非常に少ないものである。

また、研究上の遅れだけでなく、企業での実

践研究は僅かである。中国語で｢紙上談兵｣とい

う言葉があるが、これが現状と言っても過言で

はない。つまりペーパーで学者達は兵法を議論

するだけで実践を行っていない。そのため事例

検証が少なく、説得力に欠如し、故に産業界の

支持と応援がなく、まさに学者の片思いという

ことになる。

3.2 研究者の単一的な構成

中国のMFCAに関連する研究論文のファー

ストオーサー（第一執筆者）を調べると、楊継

良氏だけが中国財政部の公務員であり、彼以外

は大学の先生である。

日本では、大学の先生の他に、企業の実務家、

あるいは団体、官庁の職員、コンサルタントな

ど多くの組織・人材が参加し、共にMFCAの

研究と実践の最前線で協力しあっていることで

ある。

特に日東電工、キヤノン、田辺製薬などの先駆

的実践企業の担当者、コンサルタントというM

FCA実務経験者がその実践成果や研究成果を

プレゼンすることで市場への普及が進んでいる。

3.3 研究題名の不統一

表１に示したように、中国で公開発表された

論文の題名を見ると、MFCAと名づけている

題名が少ない。確かに中国語に翻訳すると様々

な言い回しができ統一されにくいが、これが読

者にとって迷いとなるのである。例えば、謝鯤、

馮巧根、孫美、施恵卿各氏の｢物料流量会 ｣

（中国語での称呼、以下同）、楊継良氏の｢ 源

消耗会 ｣、甄国紅氏の｢材料流量成本会 ｣、

毛洪涛、肖序両氏の｢ 源流成本会 ｣、鄧明君、

羅喜英両氏の｢物 流成本会 ｣、その他に｢流

成本会 ｣、｢物量成本会 ｣、｢物流成本会 ｣

などが挙げられる。これに対して、日本ではマ

テリアルフローコスト会計（MFCA）で統一

されている。

3.4 MFCA適用範囲の不明確さ

本来、MFCAは企業など組織の生産・サー

ビスプロセスから「正の製品」と「負の製品」

とに分け、それぞれの物量と金額（コスト）の

両面から「見える化」するものである。しかし、

中国の研究論文の中では、例えば、肖序、鄭鈴

両氏（2010）は、企業の廃棄物に対し、外部へ

の環境影響まで試算すべきとしている。しかし、

現在の中国では、CSR（企業の社会的責任）

などに関する認識が不十分な状況下にあり、外
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部影響までの考慮は過剰であると考える。従っ

てMFCAは、企業のコストダウンと廃棄物の

減量化に重点を置き、コスト改善を突破口とし

て推進することが重要と考える。

3.5 研究目的のズレ

中国の研究論文には一つの傾向がある。それ

は、論文が採用されやすくするための計算モデ

ルの構築である。多くの計算モデルはかなり難

しく、複雑なものが多い。そのため、MFCA

は難しいものと思われ、企業現場への導入を阻

めているようである。企業の生産現場管理の強

化、コストダウン、見える化という本来の目的

から乖離しているようである。

ちなみに日本では、基本的にインプット、ア

ウトプットに配分率（重量比率）をかけると、

簡単に「正の製品」と「負の製品」の物量と金

額（コスト）が算出できるようになっている。

４．中国におけるMFCA展開施策及び今

後の課題

4.1 中国におけるMFCA展開施策

中国におけるMFCAの展開にあたっては、

まずは日本のように産官学連携を構築すること

である。政府によるMFCAの舞台作りである。

「環境保護部」あるいは「国家発展と改革委員

会」が、MFCAの指揮をとり企業及び研究機

関、大学などとの産官学連携体制を作ることで

ある。

次に、「MFCAに関するガイドブック」を策

定することが求められる。その際、MFCAを

統一な名称で表現することと、更にMFCAの

目的、処理手順、計算方法、及びその評価につ

いて明確的に規定することが必要となる。

さらには、実践事業システムを構築する。M

FCAの実践企業を募集し、その実践企業に対

する研修セミナーの開催やMFCA実施時の支

援・指導ができる体制の構築である。その支援・

指導としてMFCAアドバイザリーボードを設

置し実践企業にアドバイザーを派遣する。

最後に、政策面ではMFCAに関する奨励制

度及び支援制度を制定する。MFCAの実施に

よる導入効果・評価について現行の企業評価項

目にプラスされるようにする。また、MFCA

の導入実績がある企業に賞（奨励金、名誉）を

与えたり、融資の優先条件にすることなどが重

要で有効な導入推進施策となると考える。

4.2 MFCA導入推進に関する今後の課題

中国におけるMFCA導入の推進に関する今

後の課題をまとめると以下のとおりである。

（1）MFCAは中国企業にとって資源・コスト

改善に実践できる意義ある・有効な手法である。

日本などの先行研究から考察しても、MFCA＝

資源生産性コスト会計という主題で中国企業の

資源・コスト改善という課題解決にふさわしい

ものであると考える。それ故、「資源生産性コ

スト会計」のフレームワークの構築が必要であ

る。そして「資源生産性コスト会計」の概念、

計算モデル、その研究意義と実践意義を解明す

ることが急務である。

（2）上述の「資源生産性コスト会計」の実効

性については、企業の生産プロセスにおけるデー

タの収集、計算、及びその結果を分析する手法

などを具体的に論じることが重要である。その

ため研究の方法、処理の手順を解明すべきであ

る。

（3）実践企業の募集については、その進め方、

選定方法、指導方法などこれから更に研究を進

めていきたい。中国企業のMFCAに対する認

知度を引き上げることが重要であるが、これは

実践企業の進展、及びその効果に左右されるた

め、まずは実践事業の着実な実施が必要不可欠

である。

（4）「資源生産性コスト会計」と既存の環境管

理会計手法の融合については、「資源生産性コ

スト会計」とABC、LCA、LCC、SCM、品質

管理（TQC、TQM）などとの関係、つまり具

体的に融合することによって相乗効果があると

考える。それらを実証することが重要である。

（5）「資源生産性コスト会計」とISO14051と
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の関係については、ISO14051が既に2011年に

国際標準として公開されたが、この国際規格は

第三者の認証として要求されていない。そのた

め現状では企業はあまり関心を持っていないと

言える。ただしISO14051に関しては、その有

用性、基準性など資源生産性のガイドラインと

して有益な材料になると考える。

おわりに

MFCAはどの国にとっても環境負荷削減と

コストダウンという両面から有益な手法である。

特に中国にとっては研究意義が高く、実践意義

も認められる。

それゆえに日本の有益な、多くの経験を活か

し、それを中国の実情に合わせ、国が主導する

産官学連携体制の下で実行可能なMFCA誘導

制度と支援制度を整える必要がある。その上で、

企業への実践事業を着実に推進すれば資源生産

性などの課題を乗り越えることができるはずで

ある。中国にMFCAが広く展開される日は遠

くないと考える。
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